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別 紙

会議の概要及び結果

毛利委員長 ただ今から商工労働企業委員会

を開きます。

まず私から一言申し上げます。大分県議会

商工労働企業委員長を仰せつかっております

中津市選出の毛利正徳でございます。

株式会社オーイーシー津行常務取締役にお

かれましては、１月の大変お忙しい中にもか

かわらず、本委員会に御出席いただき誠にあ

りがとうございます。

さて本日は全国的な人材不足に係る人材確

保に向けた取組及び今後の課題などについて

御教示賜り、本委員会の活動、さらには大分

県の発展につなげてまいりたいと思いますの

でよろしくお願いいたします。

津行参考人 平素は私ども、大分県様を始め

県下自治体様を中心に、業務上大変お世話に

なっております。改めてお礼申し上げたいと

思います。ありがとうございます。

私、先ほど御紹介を頂きました株式会社オ

ーイーシーの管理部門の責任者をさせていた

だいております津行と申します。どうぞよろ

しくお願いいたします。

それから、総務部次長の立川も同席させて

いただきます。併せてどうぞよろしくお願い

いたします。

この後、会社概要等を御説明申し上げます

けれども、先ほども申し上げたとおり、私ど

もこのＩＴ業界で５２年目の会社となります。

ソフトウエア開発を中心に、業務として行っ

ている会社でございますが、繰り返しになり

ますけど、創業以来、大分県庁や大分市役所

ほか、県下ほとんどの自治体とお仕事をさせ

ていただいております。重ねてお礼申し上げ

たいと思います。

では、配付をさせていただいている会社概

要を、まず簡単に御紹介をさせていただきた

いと思います。カラーの分でございます。

１枚表紙をめくっていただきまして、これ

は書いているとおりではあるんですが、一応

御紹介、御説明をさせてもらいます。

創立は、昭和４１年４月となります。

今現在、資本金は１億円でございます。

年商は、２８年３月期になりますが６９億

円。

それから、従業員数は、タイミングによっ

ていろいろ少しずつ変わりますけど、平成２

９年４月１日現在で３４８名。

株主は書いているとおりですが、設立当初

からの株主が、一番上側のアステム、トキハ

等の５社です。その後、三和酒類、大分銀行、

府内産業等が株主として入っていただいてお

ります。また、ほとんどの株主に社外役員と

して役員をしていただいております。

関連会社として、株式会社オルゴという会

社がございます。これはオーイーシーの１０

０％子会社であります。

役割分担としては、先ほど申し上げたとお

り大分県内の自治体の業務、運営、開発及び

維持等を、株式会社オルゴが担当させてもら

っています。オーイーシーそのものは、大分

県下の民間の仕事、それから、後ほど御紹介

しますけれども、日本全国の自治体を中心に

県外の拠点でやっています。ですから、役割

分担としてオルゴは県内、オーイーシーは県

外としております。

また、企業理念、ビジョン等は書いている

とおりでございます。５０周年を迎え、今５

２年目に入っていますが、この後の１００年

を目指して、いろいろ中期経営計画等を立て

ながら進めているところでございます。

次のページ、日本の地図がございますけれ

ども、これが先ほど少し御紹介しました各拠

点、この赤い丸が拠点になります。大分が本

社でございますが、福岡、京都、それから東

京に、支社という取扱いで三つの大きな拠点

がございます。それに派生して、例えば京都

や富山、それから香川にも事業所がございま

す。また、福岡に付随する形で佐賀にも事業
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所がございます。それぞれ少人数ではありま

すけれども、常駐をしております。東京は社

員が５０名ほどで、京都が１０名、福岡は１

０名ぐらいであります。

黄色い丸につきましては、私どものソフト

ウエアの製品を導入していただいている都道

府県であり、大体全国ほとんどの県に私ども

のソフトウエア製品を納入させていただいて

おります。

次のページですが、これは紹介の最後にな

りますが、私どもが具体的にどういうことを

日常業務として担当しているかというところ

ですが、一言で言うと情報サービス産業の一

社でございますが、特に得意としているとい

う意味では、右側に五つほど楕円形の絵があ

りますが、公共ソリューション、一番上です

ね。これが、私どもの売上げの半分以上にな

ります。それから、都道府県や市区町村でご

ざいます。一番得意としているのは、一つは

基幹システムと呼ばれている、例えば住民情

報を管理する、異動とか市民の方の管理です

ね。住民票を出力するとか、簡単に言います

とそういったところ及び税金の計算辺りが主

な私どもの製品です。

それからもう一つございますのが、財務会

計のシステムです。自治体では、予算編成か

ら決算まで毎年繰り返しをされていると思い

ますが、それをサポートするシステムであり

ます。予算編成から出納執行、出納決算辺り

までサポートするシステムがございます。こ

れは、京都府庁、香川県庁、佐賀県庁及び富

山県庁で使っていただいております。それか

ら、市区町村もそれぞれ使っていただいてお

ります。また、県下の市役所でも使っていた

だいております。

それからもう一つだけ、おかげさまで最近

たくさん売れているのが、施設予約のシステ

ムです。例えば、体育館、ホール、会議室、

公民館、テニスコートなど、自治体が持って

いらっしゃるいろんな施設についてインター

ネットとかスマホとかで予約ができるシステ

ムなんですが、全国で１５０の自治体に利用

していただいています。もちろん、大分県や

大分市でも使っていただいております。今ち

ょうど、最大規模のものが世田谷区に導入中

です。今年の５月にカットオーバーする準備

を進めているところです。

そういった公共ソリューションと呼ばれる

ものが大体中心となりますが、ごみ処理など

をサポートするシステムである環境ソリュー

ションは、医療、福祉、教育の分野において、

病院向けとか学校向けなど様々ございます。

それから民間企業向け、これはいろいろ内容

がございますが、いわゆる一般企業がお使い

になるようなソフトウエアです。

それから、加えまして最近は、ＡＩ、Ｉｏ

Ｔ等の新しい技術にも積極的に取り組んでお

ります。大分県が主催するドローン協議会あ

るいは大分ＩｏＴプロジェクト推進事業など、

そういったものにも参加をさせていただいて、

新しい技術の方面においても取り組んでいる

ところであります。

会社概要の紹介が長くなりましたが、紹介

については以上でございます。

もう一つの資料でございますが、Ａ４縦３

ページぐらいの資料になりますが、頭書きが、

大分県議会商工労働企業委員会殿と書いた資

料でございます。

今日頂いたテーマが、人材確保に向けた取

組及び今後の課題についてということですの

で、弊社で取り組んでいる内容について、こ

こで御紹介をさせていただきたいと思います。

まず、先ほど弊社の概要を御紹介しました

が、社員の体制を簡単にここで。

オーイーシーとオルゴと二つの会社が法人

としてございますが、合計で、社員が今４５

５名ほど。協力会社が約１００名、後ほど御

説明しますが、協力会社と同業他社からの技

術者を受け入れて一緒にやっています。総計

が５７０名強で事業を推進しております。

近年、業界の人手不足というのが言われて

いると思うんですが、単に人手不足というの

ももちろんあるんですが、一つは、日本全国

的な人手不足という意味では、金融系とかで



- 3 -

巨大なプロジェクトがあります。今現在、収

束に向かっていますが、みずほ銀行の統合で

すね。あれは数年掛けてやっておりますが、

常時、数千人の単位でそういうプロジェクト

が行われていたりします。そうなりますと、

首都圏でも人が完全に足りなくなってしまっ

たりします。我々も一部そのプロジェクトに

東京のチームが参加したりしておりますが、

そういうことも背景にありますし、もう一つ

は、今後のことも含めて、適材な技術者です

ね。先ほどちょっと御紹介しましたが、人工

知能やロボットとかいうことは今後避けて通

れないし、普通になってくると思うんですが、

そういった先進的な技術については、まだま

だオーイーシーも不足しております。これは

全国的にも不足しておりますので、そこら辺

を強化していく。人が不足しておりますので、

そういうところに早めに人材を強化していく

と、ビジネス的にもチャンスが広がるという

ふうにも考えております。

その２に、人材確保に向けての取組と書い

ておりますが、私どもの取組の中で大きくは

４点あります。人材確保という意味でですね。

（１）が新規人材の確保、（２）が既存人材

の確保、それから２ページ目に行きまして、

（３）が外部人材の活用、（４）が同業他社

との協業、そういったいろいろな手法という

か取組の中で、人材確保をしていこうという

のが私どもの取り組んでいる内容です。

まず、（１）の新規人材の確保については、

これは新卒採用がまずあるんですが、おかげ

さまでというか、新入社員を毎年平均１５名

ぐらい、ここ数年確保できております。ただ、

今売手市場と呼ばれている時代ですので、応

募してくる人がだんだん減っています。昔は

１７０人いらっしゃったのが今は１００人を

切っており、今は８０人ぐらいになっていま

す。その中から１５名ぐらいを確保していく

のですが、やはり総数が減ってきている。そ

ういった意味で、ここに書いておりますよう

に、直接、大学へのアプローチを強化したり

と、特に近年力を入れています。待っている

だけではなかなか来てくれませんので。

それから、大分合同新聞が毎年発表してい

る県内の人気企業のランキングというのがあ

るんですが、おかげさまで今年度は４番目、

昨年度は２番目でした。上の企業は、いずれ

も金融機関でございます。

それから、ここに書いておりませんが、イ

ンターンシップという手法も使っております。

今日ちょうど９名ほど、県内外から学生さん

が来てくれています。それは企業に対する理

解あるいはＩＴ業界に対する理解等を深めて

もらい、就職先として選択してもらうといっ

たような趣旨であります。

それから、キャリア採用というのが②にご

ざいますが、これは書いているとおりで経験

者ですね。よく私どもの会社に経験者として

採用をさせてもらっているのが、県外で一応、

同じ業界でＩＴ技術を身に付けて、大分県に

帰りたいという人がほとんどです。無理やり

県外の人を引っ張ってきているわけではなく

て、よくあるのは、奥さんが大分に帰りたい

からどこか企業がないかなという話も多数あ

ります。例年、数名採用させてもらっていま

す。即戦力ですので、非常に助かっておりま

す。

それから、２番目は既存人材の確保という

ことで退職の防止、いわゆる減らさないとい

うですね。退職者は若干毎年ありますけども、

ほとんどが個人的な理由でございます。例え

ば、旦那さんが転勤になってどうしても県外

に行くとか、そういった理由が多いかと思い

ます。

私どもの会社は、ここに書いているとおり

女性社員が３０％でございます。ほとんどが

ＳＥとかプログラマーなどの技術者でありま

して、そういう人材が結婚とか育児とかで会

社を離れるというのは、正に人材確保という

観点からかなりの痛手です。

そういったことで、特に働きやすい環境や

制度の整備等を以前から進めてまいりまして、

近年では、女性の結婚後の育休が終わって会

社に復帰する人が１００％ですが、復帰した
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ときには短時間勤務、例えば９時から４時ま

でとか、そういった制度を皆さん使ってもら

っています。大体お子さんが小学校１年生に

なるまでそういう制度を使って、人によって

は２人目、３人目のお子さんもそういう制度

の中で働き続けてくれるといった女性社員も

結構いらっしゃいます。そういう意味で、制

度の拡充等もやりながら、特に女性の人材、

優秀な人材が結構女性には多いものですから、

確保に努めているところであります。

それから２ページ目になりますが、②のベ

テラン社員の活躍ということで、今、私ども

の制度は６０歳が定年、それから再雇用で今

６５歳までの制度でございますが、今ちょう

ど検討しているのが、その６５歳を延長して、

これはもうあくまでも本人の希望があればな

んですが、６７歳にするか７０歳にするか検

討をしているところであります。既に６０歳

を過ぎて働いていらっしゃる方が１０名ぐら

いいますが、やはり非常に戦力になります。

最近、健康な人というか元気がいい人が多い

ものですから、人によっては７０歳までも働

くという意向のある方もいらっしゃいます。

それから、③が退職社員の復職ですね。最

近はそういうことはあんまりないんですが、

過去においては育児休暇とかいうのがあまり

主流じゃなかった時代に辞めてしまっている

方もいます。そういう方も、１０年たち子ど

もが大きくなった後、もう１回やりたいとい

うことが結構ありまして、今女性社員の中堅

以上の人の中で復職してきた人が、数字はち

ょっと今日把握していないんですが、多数お

ります。やはり１度技術的なものが身に付い

ていますと、ちょっとブランクがあってもす

ぐまた元に技術的には戻りますので、そうい

うところでは、非常に私どもも助かっている

ところです。

それから、次にまいりますが、（３）の外

部人材の活用。これは、私どもの仕事のピー

クとかに合わせて使う手法というか、同業他

社ですね。県内には１００社ぐらいの同業他

社がいらっしゃいます。そういう同じ業界の

方から技術者をお願いして、私どもと一緒に

やってもらうというような形になります。た

だ、冒頭申し上げたように、日本全国やはり

技術者が不足気味でありまして、県下の同業

他社からのお願いにしても、なかなか今追加

が難しいところです。そういう状態が続いて

います。

それから、②は国外の技術者ですね。御存

じかと思いますが、オフショアという言葉が

あります。これは、国外にソフトウエアの開

発を委託するという方法なんですね。これは

結構昔からやられていることなんですが、当

初は韓国とか中国から多かったのですが、最

近は東南アジアの方に行っていまして、イン

ドは非常に優秀な人が多い。今、私どもが具

体的に取り組んでいるのは、ベトナムの会社

とやろうということで、間もなく基本契約を

締結します。ベトナムの技術者も非常に優秀

です。どっちかというと親日というんですか

ね、友好的なお国柄でもあるようです。

それから、人も非常に温和というか、でも

非常に優秀な方が多いので、そこで、手を組

んでやろうということで今実際に進めており

ます。

それから、（４）の同業他社との協業。こ

れは少し観点が違うんですが、いわゆる技術

者の人手を確保するというよりも、新たな技

術とか新たなビジネスを展開するという、こ

れも企業としては続けていかないといけない

ことですので、そういった意味で、すぐに新

しい技術が会社の中で身に付くかというとな

かなかそうでもないし、いろいろ私ども業界

でも専門分野がそれぞれあります。そういっ

た意味では、我々がまだ持っていない技術を

先行している他社と、提携という形を取りな

がらやっていくということで今進めておりま

す。例えばですが、国内のコンピューターメ

ーカーだとかいうことがその先になりますし、

最先端技術への取組、ＡＩとかの人工知能、

それからＩｏＴ、ドローンなど、そういった

ところの同業他社で技術者を貸してくれとい

うのが（３）なんですが、（４）は、それぞ
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れの得意分野でお互いに技術を補 しましょ

うといったような取組が（４）になります。

（４）の②に書いておりますように、我々

もＡＩとか、ＩｏＴとか、ドローンとかの取

組を開始しておりますが、例えばＡＩであれ

ば、世界で最先端のＩＢＭという会社がござ

います。そこのワトソンという人工知能を御

存じかと思いますが、そこと今私どもが協業、

手を組んでやろうとしております。ワトソン

というのは、我々オーイーシーごときが作れ

るものじゃありませんので、あるものを最先

端のものを利用させてもらうというような取

組です。それから、ＩｏＴもそうですし、ド

ローンも、そのドローンについては先ほども

ちょっと申し上げました、大分県が大分県ド

ローン協議会というのを立ち上げていらっし

ゃいますが、そのメンバーに私どももなって

おります。その中で、先行する他の企業とま

た協業をするような形を、今正に検討真っ最

中のところであります。

以上が、人材の確保について四つの観点で

御説明を申し上げました。

大きい三番目で今後の課題についてですが、

もちろんその最先端の技術とかいうのを修得

する、あるいは手を組んでいくというのも大

事なんですが、昨今の働き方改革とかワーク

・ライフ・バランスとかいう言葉もあります。

まずは、そういったことを実現するには、

（１）の生産性の向上と、これは私ども業界

のことだけではなくて、全ての業界で言える

ことでありますけれども、同じ作業量を、あ

るいは同じ成果をより短時間で、より少人数

で実現する、そういうことによって、これも

一つの人手不足対策ということにはなろうか

と思います。ただ、その実現のためには、個

々の社員のスキル、技術の向上がまず大前提

になります。

それからもう一つは、社員同士の間で、同

じ技術というか同じ知識を共有していくとい

うことです。特定の人が知っているだけでは

困りますので、そういった意味で共有化をし

て、総じて会社として生産性を上げていくと

いうような取組も必要と考えております。

それから、（２）は働き方改革の推進とい

うことで、実は一番下に書いているとおり、

昨年の１０月に広瀬知事から、ワーク・ライ

フ・バランス推進優良企業ということで表彰

をしていただいたりもしております。これも、

社員を長期的な観点から確保していくという

意味では、働きやすい会社ということで、休

みも取れる、子どもも育てやすいとかそうい

った施策をやりながら、働きやすい会社の推

進、そのための働き方改革ということになり

ます。

それから、（３）がワーク・ライフ・バラ

ンスの推進ということで、これは総じて言う

と同じような話になりますが、社員個人の生

活の質の向上ということで、子育てとか介護

という問題も出てきておりますし、あるいは

退職後の第三の人生のための準備期間といっ

たようなこともありますので、いろんな働き

方、将来に向けての働き方を考えながら、次

のステップを考えていくといったことかと思

います。

以上が私どもの取組とか考え方でございま

す。

意見、要望等があればという御指示だった

ので、あえて書かせてもらっておりますが、

一つは、教育機会の増加と強化ということで、

既にこれも大分県あるいは大分県産業創造機

構から、いろんなサポートを受けております。

いろんな教育の、勉強の機会も与えてもらっ

ておりますが、一層の支援をお願いしたいと

いうこと。

それから２番目は、先ほどの話とちょっと

かぶりますけれども、先進的な技術を保有し

た企業とのマッチング機会の増加、あるいは

その支援の強化を望みますということです。

先ほどお話ししたとおり、大分県ドローン協

議会等を通じて、協業関係も業務提携等も進

んでいるところではあるんですが、こうした

動きに対して、一層の支援をお願いしたいと

思います。

それから、書いておりませんが、先ほど採
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用のことで冒頭申し上げましたが、大分県に

より一層戻ってきていただきたいと、目を大

分に向けてほしいということで、学生が大分

県に回帰するというか戻っていただけるよう

な取組、既に施策としてやっていただいてい

るところはあります。応募してきた学生には

県からの旅費支援とかいうのが実際にござい

まして、それは１回しか使えないんですけど、

そういう制度もあるので是非使ってください

というようなことを、私どもも説明会等でア

ピールしております。既にもう過去何人かは

利用させていただいております。

申し訳ありません、長くなりましたけれど

も、当社の取組は以上でございます。

毛利委員長 ありがとうございました。人材

確保に向けた取組、今後の課題について、御

丁寧に分かりやすい説明をいただきましたの

で、これから委員の方の質疑に入りたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

河野委員 何点かお伺いをさせていただきま

す。

特に、大分県のソフトウエア産業の状況と

いうのは、何年か前から非常に厳しいという

お話を伺っておりまして、大分県の企業の合

理化ということが進んで、地域の中でそうい

ったソフトウエア産業の需要というものがか

なり減退をしたということから、大分県から

撤退をする企業が非常に多く出たということ

を聞いていたこともありました。そこでオー

イーシーさんが全国展開をされているという

のは、一つの企業としての生き残り策なのか

なとも思いながらお話を伺わせていただいて

おりました。

このソフトウエア産業について言うと、先

ほどおっしゃったとおり人手不足が激しいん

だけれども、一つには人材の流動化という部

分についていろんな形で県外からお帰りいた

だく方とかの動きも含めてなんでしょうけれ

ども、いわゆるヘッドハンティング的なこと

ではないけれどという話がありました。この

場合、ヘッドハンティングも含めていろいろ

あろうかと思うんですが、ソフトウエア産業

に従事される方について賞味期限というもの

をよく聞いております。３０代後半になって

くると、いわゆる新しい技術、新しい流れと

いうものについてなかなかついていけないと

いうことから離職される方も結構いらっしゃ

ると前から伺っております。その辺、オーイ

ーシーさんがその離職対策を進められている

という御説明が先ほどあったわけであります

けれども、こういった、業界としてのそうい

った中高年となってきたような方々のスキル、

ノウハウというものをどう後継の方に生かし

ていくのかという取組について、お聞かせを

いただけたらというのが１点でございます。

それからもう一つ、先ほど超過勤務であり

ますとか、あるいは有休取得率の問題とか、

かなり改善をされてきたというお話をいただ

きました。

そこの中で、具体的に私どもいろんな動き

が出てきている中で、今、在宅勤務制である

とか、そういったいわゆる職場に縛られない

働き方等、これも姫島の方にサテライトオフ

ィスを作っていただいたりとかいう動きもあ

るわけなんですが、そういったことも含めて、

御社の取組としてどういったことがあるのか。

ただし、公共部門が多いということになると

守秘義務の課され方が非常に強いのではない

かなと思うわけでありますが、そういったも

のとの兼ね合いをどういうふうに解決されて

いらっしゃるのか、その２点についてお伺い

をさせていただきたいんですが。

津行参考人 まず１点目の、中高年の社員に

対してのスキルという話ですけれども、私ど

もの会社では、過去、もうついていけないか

ら辞めるという人はゼロではなかったですけ

ど、ほとんどおりません。これは多分、新し

い技術を、若いうちから勉強する機会をでき

る限り与えるとかいうことを含めた結果だろ

うと思いますし、技術ということが目立ちま

すけれども、もう一つは業務ノウハウなんで

すね。つまり、例えばですけど税金計算の仕

組み。これは、それが一つのノウハウなんで

すね。５０歳、６０歳になったらプログラミ
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ングはできないかもしれません。最近のプロ

グラミングは非常に多様化していますから。

ただ、税金計算の方法というのは基本的には

余り変わらないわけで、そういうノウハウは

ずっと使える。だからその辺は、いわゆるシ

ステムエンジニアという立場でいくと、プロ

グラミングはしない立場です。業務をお客さ

んから聞き取って、それをシステムとして設

計するという役割もございますので、そうい

った中高年の活躍の場は、業務ノウハウの蓄

積とその活用ができていると私どもは思って

おります。

それからもう１点は、今よく話題のテレワ

ークとか在宅とか言葉がございます。これも

我々が今正に取り組んでいるところで、まず

はテレワークということで、今はネットワー

クとか通信回線は非常に発達していますし、

セキュリティーの技術も発達しておりますの

で、家から会社のシステムに入ってきて、そ

れで会社の机にいるのと同じような作業がで

きるという環境は、もうかなり作りやすくな

っています。ただし、勤務の管理とかそうい

った別の面もあったりしますので、なかなか

大々的にはしにくいところなんですが、実際

に、間もなくトライアルですが１名、そうい

うことを２月からスタートさせる予定です。

それから、在宅とかありますけど、我々は

そういったことで、テレワークという、通信

回線を使った遠隔の仕事ということが中心に

なると思います。

河野委員 全国の自治体とのやり取りが非常

に多い形の業務ということでお伺いをいたし

ました。その意味で、様々なレベルといった

ら悪いんですけど、人口規模であったり財政

規模であったり、そういった形の自治体によ

ってすごく違いがあって、いわゆるメーンフ

レームを活用しているところ、そうじゃない

ところ。あるいは、そのメーンフレームでも

導入時期によって非常に古い機種であったり

とかいう形で、データ移行とかそういった部

分が非常に困難を要するような事例も経験を

されてきた方々が、そういったシステムエン

ジニア的な仕事をされることによって、いわ

ゆる高齢者の方でも生き残っていけるという

か、会社の業務の中で重要なポジションを占

められるというお話の理解ということでよろ

しいですかね。

津行参考人 はい。

河野委員 それで、処遇の面では、そういっ

たシステムエンジニアの方々というのは、や

はり若い世代の方とは違って指導的な立場と

いう処遇をされているのかというのをもう１

回お伺いしたいんですが。

津行参考人 おっしゃるとおりでございます。

もちろん、その経験年数によってある程度処

遇の差はありますけれども、プログラマーと

システムエンジニアは、明らかにシステムエ

ンジニアの方が処遇はいいです。やっぱり高

度な知識と経験を持っておりますので。私ど

もの制度の中に、どちらの企業にもあるんで

すが、等級制度というのがありまして、役職

とはまた違う意味なんですが、例えば、その

等級を毎年度評価によって上がったり下がっ

たりと。上がれば上がるほど、当然ながら評

価、処遇が良くなるんですが、そういった、

例えばチームのリーダーができる人、あるい

は高度なノウハウを持っている人は当然高い

ところの処遇に当たります。

河野委員 この業界について言うと、いわゆ

るアメリカのように能力主義でどんどん能力

のある人が上がっていくのか、それとも、経

験やノウハウを、ベテランとなっていった人

たちが、日本的なそういった昇給、昇格の制

度をまだ維持されていらっしゃるのか、その

辺の先の方針みたいなことがあれば教えてい

ただきたいんですが。

津行参考人 我々は基本的には、年功序列と

いう形は制度としてございません。経験を積

めば積むほどその評価が上がりますので、今

うちの場合は１０ランクあります。そういう

ので基本的にはベースアップはありませんの

で、頑張って一つ上の立場になるというのが

昇給のための一番早道になります。

大友副委員長 今、全国的に人材不足という
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ことで、中小企業の皆さんが困られていると

ころが多い中で、これだけ県内で人気のある

優良企業でも人材の確保に頭を悩ませている

ということを知って、いろんな取組、すごい

なと思うんですけれども、中でもオフショア

の話がありましたけれども、実は先週、会派

でベトナムに行ってまいりました。そして、

技能実習生の送り出し施設を見てまいったわ

けですけれども、本当にベトナムの方は一生

懸命働くし、まじめで、送り出し施設の中で

研修もやっていたんですけれども、まじめに

研修に取り組むすばらしい人材が多くあるん

だなということを知ったわけです。外国人の

直接採用も必要か見極めるということが書い

てありますけれども、これオフショアの中で

現地採用ということで考えられているんじゃ

ないかなと思うんです。日本国内において外

国人労働者の派遣を今後やっていくのか、そ

の辺を検討しているのかというのを聞かせて

いただきたいのが一つ。

それから、ベトナムの会社と提携をしてと

いうことを言われておりましたけれども、今

後ベトナム以外にも海外展開というのを考え

られているのか、その辺をお聞かせ願いたい

と思います。

津行参考人 外部人材の活用というところで、

委員がおっしゃる外国人の直接採用も検討が

必要かと。これは、基本的に今オフショアで

ベトナムを本当に実際に検討をしているんで

すが、その相手先というのは、人材を一旦こ

ちらに、いわばブリッジという橋渡しをして

くれる技術者に、まず一旦我々の会社におい

でいただく。いろいろやり方があるんですが、

一番確実な、行き違いのないようなやり方と

いうのは、ベトナムの現地の会社の技術者を

日本の我々の会社に置いていただく。それか

ら我々の会社の内容とかを知っていただいた

上で、ベトナムに持ち帰ってそこで開発して

もらうと。それをまた持ってきてもらって、

うちで最終的な検査とか確認をするといった

ようなことを検討しているし、間もなくそれ

が始まる予定になっていますが、直接採用と

いうことで、実際にもう２人おります。それ

は、元ＡＰＵの学生さんですね。１人は、正

に中国との橋渡しのために採用したんです。

ただし、結果的に言うと、中国とのオフショ

アは実現しませんでした。いろいろ当時はま

だ、だいぶ前の話ですからあんまり時期も熟

していなかったんですが。ただ、今、外国人

の方が２人おりますけれども、どちらも元中

国籍で今はもう日本籍になっているんですが、

その方々は、正直申しますとシステム開発で

はありません。事務系の仕事をやってもらっ

ています。なので、先ほどの御質問に返りま

すと、例えばそういうベトナムに開発をお願

いするといった場合は、将来的にはお願いす

る相手先の言葉が一番よく分かる人を採用す

るということはあり得るとは思っています。

ただ、当面はその相手先からこちらに来ても

らう、行ったり来たりしてもらう、そういう

形ですね。そういうのを今検討をしておりま

して、直接採用はなかなかやっぱり難しいと

も考えています。

それからもう一点が、ベトナム以外、先ほ

ど申しましたように、昔、中国の上海の会社

と１回やろうとして話がうまくいかなかった

んですけど、今のところ、私どもとしてはベ

トナムしか考えていないですね。私は行って

いないですけど、うちの社長や技術者が去年

行きまして、やっぱり確認をしていただいて

います。そこからまた、つい先日も向こうか

ら訪ねてきたりして、交流が既に始まってい

たりはしますので、今は当面ベトナムかなと

は思っています。

大友副委員長 非常に難しい部分もあると思

います。ジェトロの方と話したら、技能実習

生の派遣というのは、昔は人件費を安くする

ためにどんどん受け入れていたと。でも、今

はやはり一人一人の人材として海外展開して

いくときに、先ほどおっしゃられたように、

言葉の壁とか橋渡し的な形でいろんな前向き

な展開をやっていけると、そういう人材の一

人として受入れをしてほしいというような話

がありましたけれども、正にそういうことな
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のかなと思っております。ただ、おっしゃら

れたように難しい部分もあるんだなというこ

とはよく分かりました。

三浦委員 今日は貴重なお時間ありがとうご

ざいます。せっかく上がっております意見要

望等、とりわけドローンの関係で御意見を伺

いたいなと思っているんですけれども、大分

県も西日本最大のドローン産業の集積地を目

指して大分県ドローン協議会を立ち上げまし

て、もう御案内のとおりだと思います。産学

官が一体となって、開発に必要な人材育成、

補助事業等をかなり今実施をされております。

そういった中、マッチングの機会を増やして

ほしいとかという要望があるんですが、併せ

て一層の支援というのは、これから具体的に

どういった支援が県としてできるのかなと。

ちょっと私も見えてこないので、こういった

のが可能であればというのがあれば、伺って

みたいなと思います。

あともう一点が人材確保、先ほどから出て

いますけれども、ちょっとそことは見方が変

わるのかもしれないんですけれども、取り分

け新規採用、新卒者の分なんですけれども、

例えばですけれども、この年末年始で保護者

の方と話をすると、優秀な大卒の方、県外で

大学に行かれているんですけれども、大分県

内での就職がなかなか決まらず、県外の大手

企業から内定を何社か頂いている方が結構い

らっしゃったんですよ。御社が新卒の優秀な

社員を確保する上で、どういった人材を今求

めているのかというのを教えてほしいなと思

います。

津行参考人 一点目の、一層の御支援をお願

いしますというのは、具体的に、すみません、

今すぐに答えがないです。もう既に、先ほど

申しましたようにいろんな外郭団体、協議会

とかその辺を立ち上げていただいていますの

で、あるいは大分ＩｏＴプロジェクトの推進

事業とか、そういった動きを県で先に進めて

もらっていますので、とりあえずそれは我々

もそれに乗っかって一緒にやらせてもらうと

いうのが今現在のスタンスです。一層の支援

というのは、そういうのを御協力くださいと

いうお願いでございます。

それから、もう一つの新卒採用の考え方で

すかね。先ほども申しましたように、今日も

９名ほどインターンシップということで会社

の方に来てもらっていますけど、最近の採用

の傾向というのは、大分に縁のない人がなぜ

か入ってくるんですよ。大分大学ではなくて、

県外出身者で大分大学にいたから大分の企業、

我々のところに入りたいという方は当然昔か

らいらっしゃったんですが、具体的に言うと、

宮崎県の人が北部九州の学校に行っていて、

途中の大分で下車して就職するというのが２

割ぐらいいらっしゃいます。だから、大分に

もともと縁のない人ですね。なぜかというの

を我々の中で考えているのは、やはり採用活

動で北九州とかに我々どんどん行くわけです

ね。これも大分県が主催してくれたりとか、

あるいはリクルートとかそういったところが

主催するイベントに参加をするんですが、そ

ういったところで恐らく紹介をしてくれるの

かなと思っています。意外なんですけど、そ

ういう人が増えてきていますね。昔は、９９

％大分県人だったんですけどね、新入社員は。

桑原委員 非常に人気のある企業ということ

で、すごいなと思っているんですけど、今ち

ょっとネットで調べると、近年、５００人規

模、１千人規模という会社の転職率というか、

入職とか離職とかの定数で引いたり割ったり

したものなんですけれども、それが両方とも

１５％程度ということなんですけど、御社に

おかれてはかなり低いというところだと思い

ます。ただ、ＩＴの聖地、シリコンバレーな

んか見ると、日本の雇用環境の新卒一括採用

であるとか終身雇用とか、先ほど年功序列で

はないとおっしゃいましたけど、そういうも

のが一切ない雇用形態で、労働力の流動が非

常に高いですね。今後の参考に、御社として

労働の流動化というのは、政府の方も一度検

討して、去年は自民党が政府に申し入れた解

雇の金銭的解決ルールとかが答申に盛り込ま

れなかったとかいうのがあるんですけど、そ
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ういう労働力を高めていこうという流れもあ

ります。御社としては、労働力の流動化が図

られた方がいいと考えるのか、その辺をお聞

きさせてください。

津行参考人 流動化という言葉からいうと、

一つは、ある技術者を見た場合、所属が替わ

っていくという、会社を転職するという意味

ですよね。

桑原委員 はい。

津行参考人 それがいいかどうかというと、

我々は技術者が流出することは非常にやっぱ

り痛手なんです。逆に、中途で採用すること

は全然問題ないですしそうしていっています

けど、業界全体で見たときの技術の底上げと

いう意味合いで言うと、交流というか人が動

いた方が、多分上がると思います。同じ会社

で同じようなことをずっとやっていくのに比

べればですね。ただし、その流動化の対象と

なる人というのは、多分腕に自信のある高い

技術者か、逆に全然ない人のどちらかだと思

うんですね、辞めて流動していくというのは。

なので、高い技術者がいろいろなところでそ

れぞれの行った先で活躍するというのは、全

体の底上げにも非常にメリットがあるのでは

ないかとは思います。

桑原委員 例えば御社のように、非常に業績

のいいところであると、反対に流動化が促進

される方が優秀な人材が集まるという考えな

のかなと思ったんですけれども、流動化が促

進される方が、業界内でも競争が高まるんじ

ゃないかなと思うんですが。

津行参考人 我々のような地方で生まれた会

社というのは、どうしても地方生まれの人材

がやっぱり多い。先ほど県外から増えてきた

とは申しましたけど、どうしても県内の出身

者が多いので、そもそも転勤は東京に転勤す

ることはオーケーでも、全然違う会社に転籍

してしまうのは、自分の意思ではなかなかし

ないだろうと思います。ただ、人の流動化と

いう意味では、先ほど言ったＡＩとか最先端

の技術のようなことをやっている人たちは、

どんどん動いています。会社を次々と作った

りして、そういうことは、我々もドローンだ

とかＡＩで協業しようとする先は、どっちか

というと、そういう伝統的な会社じゃなくて、

本当に身軽な仕組みでやっている会社が多い

ですね。我々はなかなかそうはならないし、

できないとは思っていますけれども。

毛利委員長 委員外議員の方、質疑などあり

ませんか。

麻生委員外議員 生産効率を上げつつ人材を

確保すると、これ非常に難しい課題だろうと

思います。そうした中で、何点か思ったんで

すけど、例えばテレワークとか在宅ワークと

いう、大分県内も広うございまして、過疎地

域もある中で、田舎で働けるといいなと。し

かし、生産効率とか機密保持とかいろんな部

分で課題が多い。トライアルを行われるとい

うことでありましたが、一遍にはなかなか難

しいのかなと。そういう中で、県下の県税事

務所が統廃合と、サテライトオフィスという

話がありましたが、使えるんじゃないかなと

か是非使ってほしいなとか、県下の各大学に

も今アプローチしているんですが、大学のサ

テライトオフィス、いろんなゼミが地域に出

ていっていろんな活動を最近始めているんで

すが、大学のサテライトオフィスと御社が、

もしそういった県税事務所の後に入ってもら

うというようなことをやると、インターンシ

ップも含めて、人材確保も含めて面白いこと

にならないかなということをちょっと思いま

したので、検討していただければなと。

それから、そのためには通信量の確保とい

うのが大きな課題だろうと思うんですけれど

も、田舎じゃテレワークとかいろいろ言って

も、事務量、業務量が多いでしょうから、普

通の環境、ハード面じゃ無理だろうと思いま

すので、そういった課題について、行政とし

てやらないといけない課題があれば、それを

教えてほしいということ。

それから、御社の公共ソリューションの中

で、特に施設予約という話が得意だというの

をお伺いして、今、県立アリーナを造ってい

ますが、これ県立武道館ということもあるん
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ですが、日本の中で、世界から来ていただい

て、武道の世界大会とかそういったことをや

る場合に、グローバルスタンダードの予約シ

ステムというか、そういったものをまだ国内

でやっている会社はないんじゃないかなと。

そういうものを開発して回って、観光誘客も

含めてできると面白いなというようなことも

痛感した次第でありまして、そういう意味で

の、先ほどのオフショアのことも含めて、自

治体の財務会計とかいろいろな部分も、結局

グローバルスタンダードにならないと、そう

いった人材も業務提携もできないのかなと、

そういった部分についての将来的に目指すべ

き方向性と言うか、何かそういった部分につ

いても業界の方から、人材確保とか、あるい

はそのことによって、世界の多様性を受けら

れることによって日本の生産効率を一気に上

げるというようなことにもつながるのかなと

思いましたので、そういった部分についても、

何か思いがあれば教えていただければなと思

います。

津行参考人 グローバルスタンダードという

のは、なかなか我々から見るとちょっと手が

届かないかもしれませんけれども、私どもの

持っている製品というのは、当然ながら国内

が市場の対象となるものです。ただ、今回の

世界大会といったことについては、このシス

テムを使ってくださいと英語版を作れば、恐

らく全世界から予約してこられると思います。

そういった意味で、今いいヒントを頂きまし

たので、検討してみたいと思います。

いろいろ多様化も含めて、国内であっても、

例えば先ほど申しました世田谷区であっても、

外国人が相当住んでいらっしゃるはずなんで

すね。そういう方が不自由なく使えるといっ

たようなことも参考にさせていただきたいと

思います。

それから、通信とか県税事務所の跡地とか

の話については、例えば私どもと東京で付き

合いのある会社とかが、そういう問合せがま

れにあります。実際、去年もソフトパークの

中ですけど、センターがあるじゃないですか。

あそこの空き部屋を御紹介をさせていただい

たんですけど、いろんな施策も、補助とか結

構あることについて、すごいなと思ったんで

すけど、そういうことはできる限り私どもと

してもさせてもらっています。

木田委員外議員 麻生議員の御提案も私も本

当に同感で、地方への本社化、本社の分散化

というか、中山間部とか県内各地にそういう

取組をある程度出してもいいのでは。開発現

場って中央にしかないじゃないですか。そう

いった開発現場も、もうちょっとＩＴはでき

るわけなので。そういった環境を是非作って

いただきたいなと。

学生回帰というお話もあったんですけど、

今日は圧倒的に人材確保と、もう一つ、育成

という問題もあると思うんです。来年から元

号が変わるでしょう。あれだけでも大変だと

思うんです。その次は消費税が来て。それだ

けでＳＥとか相当不足になると思うんですが、

是非こっちの方にそういう現場を増やしてい

ただいて、これから子どもたちもプログラミ

ング教育とかも始まっていくし、やっぱり強

いそういう現場があれば、小学校とか見学も

していただいて、そこでいろんなことができ

るんだということを実感していただくという

こともいいと思う。やはりオーイーシーさん

は県下最大のＩＴ企業ですから、御家族を入

れるとやはり１千人を超す規模の企業だと思

いますので、そういう地方への分散化とか、

姫島も出ている感じですから、そういうこと

も是非取り組んで、オルゴさんのアウトソー

シング機能をもっとパイプを強くしていただ

いて、地方の拠点を増やしていただけると、

大分県全体の活性化にもつながるんじゃない

かなと思うんですが。

津行参考人 はい、承知しました。検討させ

ていただきます。

毛利委員長 今日はお忙しい中、津行常務取

締役、立川次長大変ありがとうございました。

今回貴重な御意見を頂きましたので、委員

会としても更に勉強して大分県の発展につな

げていきたいと思いますので、今後とも御指
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導よろしくお願いいたします。

本日は誠にありがとうございました。

以上で商工労働企業委員会を終わります。


